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第67期決算公告                                  滝沢ハム株式会社 
（平成29年６月28日）                                                       代表取締役社長 瀧 澤 太 郎 

連 結 貸 借 対 照 表 
 

 

(平成29年３月31日現在) 
（単位：千円)  

 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科       目 金   額 科       目 金   額 

流 動 資 産 7,301,117 流 動 負 債 7,252,671

現 金 及 び 預 金 2,456,045 買 掛 金 2,790,817

受取手形及び売掛金 3,041,094 短 期 借 入 金 2,909,532

商 品 及 び 製 品 1,226,090 リ ー ス 債 務 188,906

仕 掛 品 195,362 未 払 金 793,929

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 233,596 未 払 法 人 税 等 122,067

繰 延 税 金 資 産 104,825 賞 与 引 当 金 131,663

そ の 他 47,584 役 員 賞 与 引 当 金 7,907

貸 倒 引 当 金 △3,482 そ の 他 307,849

固 定 資 産 6,219,841 固 定 負 債 2,739,566

有 形 固 定 資 産 4,291,626 長 期 借 入 金 1,062,598

建 物 及 び 構 築 物 1,177,984 社 債 200,000

機械装置及び運搬具 218,299 リ ー ス 債 務 592,086

工具、器具及び備品 81,696 繰 延 税 金 負 債 206,234

土 地 1,750,370 環 境 対 策 引 当 金 2,657

リ ー ス 資 産 717,675 厚生年金基金解散損失引当金 26,922

建 設 仮 勘 定 345,600 退職給付に係る負債 459,029

無 形 固 定 資 産 99,952 そ の 他 190,037

投資その他の資産 1,828,262 負  債  合  計 9,992,237

投 資 有 価 証 券 1,622,342 純  資  産  の  部 

そ の 他 214,835 株 主 資 本 3,084,627

貸 倒 引 当 金 △8,916 資 本 金 1,080,500

 資 本 剰 余 金 684,424

 利 益 剰 余 金 1,324,163

 自 己 株 式 △4,461

 その他の包括利益累計額 444,094

 その他有価証券評価差額金 484,833

 退職給付に係る調整累計額 △40,739

 純  資  産  合  計 3,528,722

資 産 合 計 13,520,959 負 債・純資 産合 計 13,520,959
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

(
 

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

 

（単位：千円） 
 

科        目 金      額 

売 上 高  32,767,338 

売 上 原 価  26,926,285 

売 上 総 利 益  5,841,052 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,339,556 

営 業 利 益  501,495 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 146  

受 取 配 当 金 28,443  

補 助 金 収 入 9,456  

受 取 保 険 金 3,001  

受 取 手 数 料 2,691  

受 取 賃 貸 料 25,690  

未 回 収 商 品 券 受 入 益 6,425  

そ の 他 17,447 93,303 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 46,315  

そ の 他 6,809 53,125 

経 常 利 益  541,674 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 42,448  

損 害 賠 償 金 収 入 781 43,230 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 750  

固 定 資 産 除 却 損 11,100  

減 損 損 失 59,829 71,679 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  513,225 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 127,585  

法 人 税 等 調 整 額 △5,680 121,904 

当 期 純 利 益  391,321 

親会社株主に帰属する当期純利益  391,321 
 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(
 

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで) 

 

（単位：千円） 
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,080,500 684,424 963,648 △4,461 2,724,111

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― △30,806 ― △30,806

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 

― ― 391,321 ― 391,321

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 360,515 ― 360,515

当 期 末 残 高 1,080,500 684,424 1,324,163 △4,461 3,084,627

 

 

その他の包括利益累計額 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 461,924 △63,021 398,903 3,123,015 

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △30,806 

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 

― ― ― 391,321 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

22,909 22,281 45,191 45,191 

当 期 変 動 額 合 計 22,909 22,281 45,191 405,706 

当 期 末 残 高 484,833 △40,739 444,094 3,528,722 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 

 

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

 連結子会社の数………３社 

 主要な連結子会社の名称……㈱テルマンフーズ 

② 非連結子会社の状況 

 該当する子会社はありません。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

 関連会社はありません。 

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日は、いずれも３月末日であり、連結決算日と同一であります。 

 (4) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

 そ の 他 有 価 証 券  
 

 時価のあるもの………………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの………………移動平均法による原価法 

  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお

ります。ただし、肥育牛については、個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産

（リース資産を除く） 

……… 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物     ４年～47年 

 機械装置及び運搬具   ３年～15年 

 

 

無形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 

 

定額法によっております。 

 なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

 ソフトウエア(自社利用分) ５年(社内における利用可能期間)

 リ ー ス 資 産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額

法によっております。 
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③ 重要な引当金の計上の方法 

 貸 倒 引 当 金 …… 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 賞 与 引 当 金 …… 従業員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当連結会計年度負担

分を計上しております。 

 役員賞与引当金 …… 役員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当連結会計年度負担分

を計上しております。 

 環境対策引当金 …… 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措

置法」により、ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)廃棄物処理費用の支

出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上しておりま

す。 

 厚生年金基金解散損失引当金  …… 厚生年金基金解散に伴い発生が見込まれる損失に備えるため、解

散時の損失等の当連結会計年度末における合理的な見積額を計上

しております。 
  

④ 退職給付に係る負債の計上の方法 

  退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

  数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。 

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

 （会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。 

これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

  

 （追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当連結会計年度から適用しております。 
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2. 連結貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,221,043千円

 (2) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

 建 物 及 び 構 築 物 982,198千円

 機械装置及び運搬具 27,590千円

 土 地 1,357,559千円

 計  2,367,347千円

② 担保に係る債務 

 短 期 借 入 金 1,531,552千円

 長 期 借 入 金 857,262千円

 計  2,388,814千円

 

3. 連結損益計算書に関する注記 

  減損損失に関する事項 

   減損損失の内訳 
 

場所 用途 種類 減損損失 

宮城県仙台市 事業用資産 建物及び構築物 他 8,368千円

栃木県那須塩原市 遊休資産 土地 267千円

栃木県那須郡那須町 遊休資産 土地 1,375千円

栃木県栃木市 遊休資産 土地 49,679千円

栃木県鹿沼市 遊休資産 土地 138千円
  

 当社グループは、原則として事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の区分にて資産のグルー

プ化を行い、事業用資産については単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資産については個別

資産をグルーピングの最小単位としております。連結子会社については会社単位を基準にグル

ーピングを行っております。  

 当連結会計年度において、収益性の低下した事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額59,829千円を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを割引率３％で割り引いて算定しております。 

 また、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、社外の不動産鑑定士

による原則的時価算定に基づく金額及び固定資産税評価額等により評価しております。 
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4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

 普通株式 10,510,000株

 (2) 配当に関する事項 

 当期中に行った剰余金の配当に関する事項 

 普通株式の配当に関する事項 

 ① 配当金額 30,806千円

 ② １株当たり配当金額 ３円00銭

 ③ 基準日 平成28年３月31日

 ④ 効力発生日 平成28年６月30日

 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 本総会（第67回定時株主総会）において、次のとおり付議しております。 

 普通株式の配当に関する事項 

 ① 配当金額 30,806千円

 ② 配当の原資 利益剰余金

 ③ １株当たり配当金額 ３円00銭

 ④ 基準日 平成29年３月31日

 ⑤ 効力発生日 平成29年６月29日

 

5. 金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達は銀行等金

融機関からの借入れによっております。 

 受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、顧客毎に与信限度額を設定しリスク低減を

図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。 

 借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（主として長期）であります。

なお、デリバティブ取引は利用しておりません。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 
   （単位：千円）

区  分 連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1) 現金及び預金 2,456,045 2,456,045 ―

(2) 受取手形及び売掛金 3,041,094 3,041,094 ―

(3) 投資有価証券  

    その他有価証券 1,523,517 1,523,517 ―

資産計 7,020,657 7,020,657 ―

(1) 買掛金 2,790,817 2,790,817 ―

(2) 短期借入金 2,405,000 2,405,000 ―

(3) 長期借入金 1,567,130 1,567,620 490

(4) 社債 200,000 200,000 ―

(5) リース債務 780,992 770,089 △10,902

負債計 7,743,939 7,733,526 △10,412
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
資 産 

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 
これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 
これらの時価については、取引所の価格によっております。 

負 債 
(1) 買掛金、(2)短期借入金 

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。 

(3) 長期借入金、(4)社債及び(5)リース債務 
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行
った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額98,825千円）は、市場価格がなく、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めて
おりません。 

 

6. 賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の子会社では、栃木県その他の地域において、賃貸等不動産（土地を含む）

を有しております。 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 時 価 

342,468千円 564,382千円
 

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。 

(注２) 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による原則的時価算定に基づく金額であ
ります。 

 

7. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 343円64銭

(2) １株当たり当期純利益 38円11銭

 

8. 重要な後発事象に関する注記 

当社は、平成29年５月12日開催の取締役会において、平成29年６月28日開催予定の第67回

定時株主総会に株式併合及び定款一部変更に関する議案を付議することを決議いたしました。 

(1) 株式併合の目的 

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、すべての国内上場会

社の普通株式の売買単位を最終的に100株に集約することを目指しております。 

当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位

である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、当社株式について、証

券取引所が望ましいとしている投資単位（５万円以上50万円未満）の水準を維持するととも

に、株主様に安定的に保有していただくことや中長期的な株価変動も勘案し、株式併合（５

株を１株に併合）を実施するものであります。 
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(2) 株式併合の内容 

① 併合する株式の種類 

普通株式 

② 併合の割合 

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主様の所

有株式５株につき１株の割合で併合いたします。 

③ 併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日） 10,510,000株

株式併合により減少する株式数 8,408,000株

株式併合後の発行済株式総数 2,102,000株

(注)「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株
式総数及び併合割合に基づき算出した理論値であります。 

(3) １株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式併合が期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報は

以下のとおりであります。 

① １株当たりの純資産額      1,718.20円 

② １株当たり当期純利益       190.55円 

 

9. 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
 

 

(平成29年３月31日現在)
（単位：千円)  

 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科       目 金   額 科       目 金   額 

流 動 資 産 6,648,923 流 動 負 債 6,903,426

現 金 及 び 預 金 2,214,450 買 掛 金 2,507,492

売 掛 金 2,785,085 短 期 借 入 金 2,405,000

商 品 及 び 製 品 1,060,921 １年内返済長期借入金 496,528

仕 掛 品 195,362 リ ー ス 債 務 183,768

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 231,134 未 払 金 785,655

前 払 費 用 14,342 未 払 法 人 税 等 110,444

関係会社短期貸付金 20,000 未 払 費 用 145,617

繰 延 税 金 資 産 104,780 預 り 金 11,011

そ の 他 26,239 賞 与 引 当 金 121,300

貸 倒 引 当 金 △3,394 役 員 賞 与 引 当 金 7,907

固 定 資 産 6,171,786 そ の 他 128,702

有 形 固 定 資 産 4,179,951 固 定 負 債 2,560,114

建 物 1,048,248 長 期 借 入 金 963,602

構 築 物 79,508 社 債 200,000

機 械 及 び 装 置 214,667 リ ー ス 債 務 580,294

車 両 運 搬 具 0 繰 延 税 金 負 債 204,351

工具、器具及び備品 74,630 退 職 給 付 引 当 金 391,672

土 地 1,715,131 環 境 対 策 引 当 金 2,657

リ ー ス 資 産 702,164 厚生年金基金解散損失引当金 25,314

建 設 仮 勘 定 345,600 そ の 他 192,221

無 形 固 定 資 産 99,196 負  債  合  計 9,463,541

ソ フ ト ウ エ ア 91,104 純  資  産  の  部 

そ の 他 8,091 株 主 資 本 2,876,067

投資その他の資産 1,892,639 資 本 金 1,080,500

投 資 有 価 証 券 1,606,688 資 本 剰 余 金 685,424

関 係 会 社 株 式 120,193 資 本 準 備 金 685,424

出 資 金 41,193 利 益 剰 余 金 1,114,603

関係会社長期貸付金 48,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,114,603

破 産 更 生 債 権 等 3,960 繰 越 利 益 剰 余 金 1,114,603

長 期 前 払 費 用 4,313 自 己 株 式 △4,461

そ の 他 123,512 評価・換算差額等 481,101

貸 倒 引 当 金 △55,221 その他有価証券評価差額金 481,101

 純 資 産 合 計 3,357,168

資 産 合 計 12,820,709 負 債・純資 産合 計 12,820,709
 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(
 

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

 

（単位：千円） 
 

科        目 金      額 

売 上 高  30,176,198 

売 上 原 価  24,853,938 

売 上 総 利 益  5,322,260 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,874,130 

営 業 利 益  448,129 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,499  

受 取 配 当 金 27,910  

受 取 手 数 料 7,162  

受 取 賃 貸 料 26,248  

そ の 他 35,995 98,816 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 44,737  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 33,000  

そ の 他 6,800 84,537 

経 常 利 益  462,408 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 42,448 42,448 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 11,089  

減 損 損 失 51,322 62,411 

税 引 前 当 期 純 利 益  442,445 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 105,387  

法 人 税 等 調 整 額 △5,635 99,752 

当 期 純 利 益  342,692 
 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(
 

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

 

（単位：千円） 
 

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
繰越 利益剰余金 

当 期 首 残 高 1,080,500 685,424 685,424 802,717 802,717

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △30,806 △30,806

当 期 純 利 益 ― ― ― 342,692 342,692

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 311,886 311,886

当 期 末 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,114,603 1,114,603
  

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 △4,461 2,564,180 457,799 457,799 3,021,980

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― △30,806 ― ― △30,806

当 期 純 利 益 ― 342,692 ― ― 342,692

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

― ― 23,302 23,302 23,302

当 期 変 動 額 合 計 ― 311,886 23,302 23,302 335,188

当 期 末 残 高 △4,461 2,876,067 481,101 481,101 3,357,168
 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式…………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  時価のあるもの……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの……………… 移動平均法による原価法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

  …… 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
 

 貯蔵品 …… 最終仕入原価法 

 (2) 固定資産の減価償却方法 

 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

 

…… 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く）並びに平

成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物      ７年～47年 

 機械及び装置  ３年～15年 

 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

…… 定額法によっております。 

 なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

 ソフトウエア(自社利用分) ５年(社内における利用可能期間) 
 

 リ ー ス 資 産…… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっておりま

す。 

 (3) 引当金の計上基準 

 貸 倒 引 当 金…… 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して、

回収不能見込額を計上しております。 

 賞 与 引 当 金…… 従業員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。 

 役員賞与引当金 …… 役員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。 

 退職給付引当金…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 
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 環境対策引当金 …… 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理費用の支出に備えるため、今後発生す

ると見込まれる額を計上しております。 

 厚生年金基金解散損失引当金 …… 厚生年金基金解散に伴い発生が見込まれる損失に備えるため、解散時の損失等の

当事業年度末における合理的な見積額を計上しております。 
  

 (4) その他計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

 （会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。 

これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

  

 （追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。 

  

2. 貸借対照表に関する注記 

 (1) 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く） 

  短 期 金 銭 債 権 18,158千円

  短 期 金 銭 債 務 3,788千円
 
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,872,605千円

 
(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

 
① 担保に供している資産 

 建 物 963,391千円

 構 築 物 202千円

 機 械 及 び 装 置 27,590千円

 土 地 1,340,188千円

 計  2,331,373千円

② 担保に係る債務 

 短 期 借 入 金 1,125,000千円

 １年内返済長期借入金 406,552千円

 長 期 借 入 金 807,262千円

 計  2,338,814千円

 (4) 保証債務 

 関係会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。 

 ㈱ 前 日 光 都 賀 牧 場 50,000千円

 ㈱ ワ ー ル ド フ ー ド サ ー ビ ス 57,000千円
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3. 損益計算書に関する注記 

 (1) 関係会社との取引高 

営 業 取 引 

売   上   高 151,491千円

仕   入   高 138,499千円

そ の 他 の営 業 取 引高 5,486千円

営業取引以外の取引高 8,140千円

  

 (2) 減損損失に関する事項 
   減損損失の内訳 
 

場所 用途 種類 減損損失 

栃木県那須塩原市 遊休資産 土地 267千円

栃木県那須郡那須町 遊休資産 土地 1,375千円

栃木県栃木市 遊休資産 土地 49,679千円
  

 当社は、原則として事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の区分にて資産のグループ化を行

い、事業用資産については単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資産については個別資産をグ

ルーピングの最小単位としております。  

 当事業年度において、遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額   

51,322千円を減損損失として特別損失に計上しております。 

 また、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、社外の不動産鑑定士

による原則的時価算定に基づく金額及び固定資産税評価額等により評価しております。 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

  当期末における自己株式の数 

 普通株式 241,305株
 

 
5. 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 賞与引当金  37,239千円

 未払事業税  12,007千円

 退職給付引当金  119,516千円

 貸倒引当金  17,892千円

 その他  131,210千円

 小計  317,866千円

 評価性引当額  △213,086千円

繰延税金資産計  104,780千円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金  204,351千円

繰延税金負債計  204,351千円
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6. 関連当事者との取引に関する注記 

 (1) 親会社及び法人主要株主等 
 

種類 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

事業の 
内 容 

議決権
等の被
所有割
合(％)

関係内容 
取引の
内 容

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

法人主 
要株主 

㈲滝沢 
興産 

栃木県 
栃木市 

30 
損害保 
険代理 
業 

直接
22.4

兼任 
１人 

損害保
険契約

損害保
険料の
支払 

27,550 ― ―

法人主 
要株主 

伊藤忠
商事㈱ 

東京都
港 区 

253,448 
総合商
社 

直接
15.3

― 
原料・
商品の
仕入 

原料・
商品の
購入 

1,389,678 買掛金 246,772

 

 (注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
1.  損害保険料については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
2. 原料・商品の仕入については、伊藤忠商事㈱以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案

して発注先及び価格を決定しております。 

 (2) 子会社及び関連会社等 
 

種類 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(千円) 

事業の 
内 容 

議決権
等の
所有割
合(％)

関係内容 
取引の
内 容

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 

㈱ワー 
ルドフ 
ードサ 
ービス 

宮城県 
角田市 

20,000 飲食業 
直接
100.0

兼任 
１人 

― 

資金の
貸付 

48,000 
関係会 
社長期 
貸付金 

48,000

貸倒引
当金の
繰入 

33,000 
貸倒引 
当金 

48,000

債務保
証 

57,000 ― ―

子会社 
㈱前日 
光都賀 
牧場 

栃木県 
栃木市 

20,000 畜産業 
直接
100.0

兼任 
２人 

原料の
仕入 

資金の
貸付 

20,000 
関係会 
社短期 
貸付金 

20,000

債務保
証 

50,000 ― ―

 

 (注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 
2. 債務保証については、金融機関からの借入れにつき、保証を行っているものであり、市場金利等を考慮

した合理的な保証料を受領しておりますが、担保提供は受けておりません。 

 

7. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 326円93銭

(2) １株当たり当期純利益 33円37銭

 

8. 重要な後発事象に関する注記 

当社は、平成29年５月12日開催の取締役会において、平成29年６月28日開催予定の第67回

定時株主総会に株式併合及び定款一部変更に関する議案を付議することを決議いたしました。 

(1) 株式併合の目的 

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、すべての国内上場会

社の普通株式の売買単位を最終的に100株に集約することを目指しております。 

当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位

である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、当社株式について、証

券取引所が望ましいとしている投資単位（５万円以上50万円未満）の水準を維持するととも

に、株主様に安定的に保有していただくことや中長期的な株価変動も勘案し、株式併合（５

株を１株に併合）を実施するものであります。 
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(2) 株式併合の内容 

① 併合する株式の種類 

普通株式 

② 併合の割合 

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主様の所

有株式５株につき１株の割合で併合いたします。 

③ 併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日） 10,510,000株

株式併合により減少する株式数 8,408,000株

株式併合後の発行済株式総数 2,102,000株

(注)「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株
式総数及び併合割合に基づき算出した理論値であります。 

(3) １株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式併合が期首に行われたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報は以下の

とおりであります。 

① １株当たりの純資産額      1,634.65円 

② １株当たり当期純利益       166.85円 
 
  

9. 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 
 

 


